
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

北海道教育庁学校教育局高校教育課高校改革推進室 

令和８年度（2026 年度）第１回公立高等学校配置計画 

地域別検討協議会における主な意見及び道教委の考え方 

資料18 



１　開催方法について

　・　オンライン会議（Zoom会議）として開催しました。
　　　（参加者は個人又は所属の端末から出席）

２　参加者数一覧
※義務教育学校等含む

小学校 中学校※ 高等学校 小学校 中学校※ 高等学校

空知南 24 7 9 10 26 1 2 2 5 1 56 1 0 57 17

空知北 18 7 14 9 30 1 0 2 3 2 53 2 1 56 21

石狩 11 1 13 43 57 1 9 8 18 0 86 3 1 90 34

後志 21 17 20 18 55 3 6 6 15 4 95 2 1 98 22

胆振西 6 6 6 11 23 2 2 2 6 2 37 1 1 39 14

胆振東 5 4 4 14 22 1 1 2 4 0 31 1 1 33 12

日高 8 6 7 7 20 3 2 2 7 1 36 3 1 40 14

渡島 11 7 9 22 38 1 1 2 4 3 56 10 4 70 25

檜山 9 6 7 4 17 0 0 2 2 0 28 2 2 32 3

上川南 18 11 14 23 48 1 3 3 7 1 74 4 0 78 27

上川北 11 5 9 6 20 1 1 0 2 33 3 36 17

留萌 25 8 7 5 20 1 1 2 4 1 50 2 2 54 9

宗谷 10 8 8 7 23 1 2 0 3 1 37 2 4 43 16

オホー
ツク中 21 5 7 11 23 4 4 6 14 2 60 4 1 65 8

オホー
ツク東 5 2 6 5 13 0 3 2 5 2 25 2 1 28 7

オホー
ツク西 11 6 8 5 19 1 3 4 8 3 41 2 0 43 7

十勝 23 17 18 21 56 9 10 6 25 1 105 6 1 112 23

釧路 14 6 7 20 33 2 1 8 11 3 61 9 3 73 18

根室 9 5 4 7 16 2 0 1 3 2 30 3 1 34 11

合　計 260 134 177 248 559 35 51 60 146 29 994 62 25 1,081 305
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■　対面・オンラインの併用開催

令和8年（2026年）

4月15日(水)

令和8年（2026年）

4月27日(月)

■　オンライン開催

令和8年（2026年）

4月21日(火)

令和8年（2026年）

4月24日(金)

令和8年（2026年）

4月28日(火)

令和8年（2026年）

4月21日(火)

令和8年（2026年）

4月20日(月)

令和8年（2026年）

4月20日(月)

令和8年（2026年）

4月22日(水)

令和8年（2026年）

4月24日(金)

令和8年（2026年）

5月7日(木)

令和8年（2026年）

4月16日(木)

令和8年（2026年）

4月27日(月)

令和8年（2026年）

4月24日(金)

令和8年（2026年）

4月21日(火)

令和8年（2026年）

4月23日(木)

令和8年（2026年）

4月27日(月)

令和8年（2026年）

4月30日(木)

令和8年（2026年）

4月22日(水)

学区 開催日 開催時間 開催場所

令和８年度（2026年度）第１回公立高等学校配置計画地域別検討協議会開催日程

上川南 10時00分 ～ 11時30分 上川合同庁舎　２階204号会議室

釧路 14時00分 ～ 15時30分 釧路総合振興局　２階会議室

学区 開催日 開催時間

空知南 10時00分 ～ 11時30分

石狩 10時00分 ～ 11時30分

空知北 10時00分 ～ 11時30分

胆振西 10時00分 ～ 11時30分

後志 10時00分 ～ 11時30分

日高 10時00分 ～ 11時30分

胆振東 14時00分 ～ 15時30分

檜山 10時00分 ～ 11時30分

渡島 10時00分 ～ 11時30分

留萌 14時00分 ～ 15時30分

上川北 10時00分 ～ 11時30分

オホーツク中 14時00分 ～ 15時30分

宗谷 14時00分 ～ 15時30分

オホーツク西 10時00分 ～ 11時30分

オホーツク東 14時00分 ～ 15時30分

根室 10時00分 ～ 11時30分

十勝 10時00分 ～ 11時30分



 

主な意見及び道教委の考え方 
 

 ■ 高校教育全体の充実 

意見又はアンケートの概要 道教委の考え方 

① この地域では少なからず地元の高校へ進学希望する生徒が

存在し、地元志向の保護者も存在する。地元高校に安心し

て進学し、その後の進路選択も可能な質の高い高等学校教

育を受けられることを期待する。 

 

○ 少子化が急激に進行する中にあっても、地域の子

どもたちが地域で安心して学び、多様な進路を選択

できる教育環境を維持していくことが非常に重要で

あると認識しております。 

 

○ 特に、広域分散型の北海道においては、高校が地域

の教育機能だけでなく、地域コミュニティや地域産

業を支える人材を育成する役割を担っています。 

 

○ 一方、生徒数の減少や社会の変化に的確に対応し

ながら、教育の質や学びの選択肢を確保していく必

要があることから、高校配置の検討にあたっては、地

域の実情や将来像を踏まえ、持続可能な視点から検

討していく必要があります。 

 

○ また、北海道では地域によって交通事情や通学環

境が大きく異なることから、学校規模だけではなく、

教育機会の確保にも十分配慮しながら検討を進めて

まいります。 

 

○ さらに、市町村や産業界など関係機関との連携や、

地域づくりの観点も含めた高校づくりを検討してい

くことが重要であると考えております。 

 

○ 加えて、グローバル化やデジタル化の進展を踏ま

え、ICTや遠隔授業なども活用しながら、生徒が地域

に根差しつつ、広い視野を持って学ぶことができる教

育環境の充実に取り組んでまいります。 

② 教育に携わる者だけでは解決が難しいので、関係機関との

連携協力やスピード感のある対応が必要。 

③ 学校の学科改編を、自治体の「総合計画」や「移住戦略」

の最上位項目として位置付けることの重要性を痛感した。

学校やコミュニティ・スクール（CS）の枠組みを超えた、

地域全体のデザインが必要。 

④ 北海道の中でも、我が地域では人口減少が喫緊の課題であ

り、学校の統廃合を地域活性化と密接につなげて考えなけ

ればならないと強く感じた。少子化の中で間口減は避けら

ないが、まちづくりを踏まえた統廃合を考えてほしい。 

⑤ 時代の変化に合わせた学びをどのように提供するのか、日

本の教育環境は変化をする速度が遅いと感じている。国内

ではなく、世界へ目を向けて教育環境を整えていく必要性

がある。 

 

 

 ■ 活力と魅力ある高校づくりの推進 

意見又はアンケートの概要 道教委の考え方 

【魅力化の推進】 
 

○ 各高校において、「総合的な探究の時間」等を活用

し、地域の特色や教育資源を生かした学習活動を推

進するなど、生徒の興味・関心や多様な学習ニーズに

応じた教育課程の充実に努めるとともに、地元市町

村や企業等と連携し、地域課題の解決等に取り組む

学習活動を推進するなど、生徒や保護者にとって一

層魅力ある高校づくりに努めます。 

 

○ また、各高校が地域と一体となって進めている取 

組について、知事部局と連携し支援するほか、国の新

たな事業を活用しながら、地域の産業界や大学等と

も連携し、地域を支える人材の育成に向けた高校教

育改革に取り組んでまいります。 

① 現在の教育課程においては、探究的な学習の時間で特色が

出せるのが、活力と魅力のある高校づくりにとっては大き

いと考えます。 

 

② 地元自治体や関係団体と連携して、地域にとって必要な人

材を育てる取組が高校の魅力化につながる。 

 

③ 地域の特徴を生かした魅力ある学校づくりは大いに賛成。

地域で学んだ子どもたちが、将来、地域で活躍出来るよう、

その地域ならではの学科を創設することも選択肢の一つか

もしれない。それによって、持続可能なまちづくりを進めて

ほしい。 

 

④ 地域の人的・物的素材を生かした教育課程を大胆に推進す

る。そのことが、高校の特色をアピールするとともに地域の

魅力発信にもつながり、お互いのメリットになると考える。 

 



 

【具体的な取組と課題】 
 

○ 生徒の多様な学習ニーズに応じて学校を選択でき

るよう、学校・学科の配置状況等を考慮し、地域の要

望も伺いながら、総合学科や単位制などの多様なタ

イプの高校づくりや地域の特性を生かした魅力ある

高校づくりに努めます。 

 

○ 市町村や地域の関係団体のほか、小学校や中学校

など、他校種との連携による地域の特性や教育資源

を生かしたキャリア教育や、他校種を含めた学校間

で相互に教員を派遣して授業を行うなどの取組を推

進します。 

 

○ 文系・理系といった枠にとらわれず、教科等横断的

な教育であるSTEAM教育の推進や、大学や産業界と連

携した、地域に根ざした様々な活動による実践的な

教育活動を推進します。 

 

○ 学校運営協議会を導入している学校においては、

総合的な探究の時間やインターンシップにコンソー

シアムを活用するよう働きかけるなど、地域と連携・

協働した魅力ある高校づくりに努めます。 

 

○ 生徒や保護者、地域のニーズ等を踏まえながら、各 

高校の特色化・魅力化に向けた取組を推進します。 

⑤ 魅力化に取り組む上で、それを推進するスタッフの人材確

保が課題。小規模校にはなかなか経験豊富な人材が配置さ

れない。魅力化遂行には人材が最も重要な因子である。 

 

⑥ 多様な高校づくりには、生徒の進路や適性に応じた柔軟な

カリキュラムが必要。ICTや学校間連携による教育資源の共

有も不可欠。特色化と教育水準の確保を両立させる制度設

計が必要。 

 

⑦ 特色ある高校づくりという観点で言えば、選ばれる理由と

選ばれない理由を的確に分析することが、何より重要。 

 

⑧ 地域に根ざした活力・魅力ある高校づくりのためには、カリ

キュラムの創造や人材確保等の面で学校が主体となりつつ

も、道及び市町教育委員会等の積極的な参画・支援が不可欠

である。 

 

⑨ どの地域でも自分が学びたい学科を学べる環境を整備し、

地域で学ぶことが大切である。教育システムの改革を全国

に先駆けて進め、北海道にあった教育環境を整備していた

だきたい。 

 

【広報・周知】 
 

○ 道立高校の魅力や各学校の特色ある取組について 

は、令和７年（2025年）11月中旬に「道立高校魅力発

信サイト」を開設するなど、道教委のホームページや

「note」等を活用し、中学生や保護者に対する積極的

な情報発信に努めています。 

  

○ また、通学区域や課程・学科の種類、特色ある教育 

活動、部活動等の諸条件に応じて、自分に合った高校

を主体的に検索できるポータルサイトの開設準備を

進めています。 

 

○ 多様なタイプの高校を紹介したパンフレット「わ

たくしの進路」を毎年度作成し、市町村教育委員会や

中学校等へ配布するとともに、高校教育課のホーム

ページに掲載しています。 

 

○ また、多様なタイプの高校の教育内容を紹介した

動画についても、高校教育課のホームページに掲載

し、順次内容の更新を行っています。 

 

○ このほか、各高校では、ホームページや学校案内な

どのパンフレットの作成・配布のほか、中学生を対象

とした体験入学や地域の高校説明会などを通じて、

積極的な情報発信を行っています。 

 

○ 今後も、中学生や保護者に各高校の魅力がより効 

果的に伝わるよう、情報発信の内容や手法の工夫に 

努めます。 

 

○ 道内公立高等学校のホームページは次のURLを参 

照してください。 

http://www.hokkaido-c.ed.jp/kouritsu/index.html 

⑩ 高校の魅力化については、所在する市町村の産業経済の特

徴から取り組む範囲は様々であり、地域の方々が魅力を感

じる高校であったとしても、中卒者にどのように魅力が伝

わるのか、という視点を大事にしていかなければならない。 

 

⑪ 高校でどういったことをしているのか、中学生（又は小学

生）に十分に伝わっていない。特に職業高校については、実

際に高校に行ってみる機会を作るなど、子どもたちに伝え

られるようにしていくことが大事ではないか。 

 

⑫ それぞれの高校が魅力ある教育活動を工夫し、それを学区

内の小・中学校にどんどん発信していくことが重要ではな

いか。 

 

⑬ 高校の校長先生が自ら中学校の教室を訪問した事は中3の

生徒にとって大きな刺激となり、結果として、例年よりもそ

の高校を希望する生徒が多くなった。公立高校でもトップ

セールスが必要な時代になったと感じた。 

 

⑭ 学校の魅力をどう発信するかが大事だと思う。発信した情

報がどれだけ届いているのか検証を加えながら進めていく

と良い。情報が届いていないとしたら、どこに原因があるの

かを検討してみるべき。 

 



 

■ 小規模校・地域連携校 

意見又はアンケートの概要 道教委の考え方 

【教育環境の維持・向上】 
 
○ 高校は地域の教育機能だけでなく、地域コミュニ
ティや地域の産業人材を育成する重要な役割を担っ
ていることから、配置計画の策定にあたっては、地域
の実情や通学環境、地域の意向などにも十分配慮し
ながら検討を進めていく必要があると考えていま
す。 

 
○ 小規模校においては、少人数によるきめ細かな指
導や地域と連携した教育活動など、それぞれの学校
や地域の特色を生かした教育活動を充実させること
が重要であり、地域との連携・協働などを通じて、活
力と魅力ある高校づくりに取り組んでまいります。 

 
○ 第１学年１学級の高校のうち、他の高校への通学
が困難な地域を抱え、かつ地元からの進学率が高い
高校は、「地域連携校」に指定し、北海道高等学校遠
隔授業配信センター（愛称：T-base（ティーベース））
からの授業配信や、道立学校間連携などにより、教育
環境の維持向上を図っています。 

 

 

① 小規模でもその地域にはなくてはならない学校もあると思

います。今後も存続に向けた議論をお願いします。 

 

② 少子化が進む中で大変だとは思うが、地域にある地元の小

規模校を存続できる仕組みづくりをしていただきたい。 

 

③ 地方の小規模高校が残るためには、独自の特色を生かすこ

とはもちろんだが、地元自治体の協力が大きいことから、自

治体が積極的に協力している高校の再編や統廃合は慎重に

行ってほしい。 

 

④ 小規模校の存廃は「地域に代替手段があるか」「市町村に自

立的維持の意志とコミットがあるか」を判断軸とし、一律基

準による機械的処理を避けることが重要。 

 

⑤ 小規模校であることをハンデではなく「強み」として扱い、

地元の子どもたちや通っている高校生が地元を自慢に思え

る学校づくりや地域づくりが必要。そのための支援を行政

にお願いしたい。 

 

【遠隔授業等】 
 
○ 高等学校遠隔授業配信センター（T-base）は、 
・子どもたちが、どの地域においても自らの可能性を
最大限伸ばしていくことができる、多様で質の高い
教育を提供するため、大学進学等の希望に対応した
教科・科目を配信し、教育内容の充実を図ること 

・小規模校が、魅力化に取り組むことで、子どもたち 
が地元で育ち、地域に愛着と誇りをもってふるさと
の発展に貢献していく意欲を育むこと 
を目的としています。 

･ また、T-baseと地域連携校及び離島の高校を相互に
結び、複数の高校へ授業を同時配信し、他校の生徒と
ともに学ぶ合同授業の実施 

･ 大学進学など、同じ目標を持った他校の仲間と

切磋琢磨
せ っ さ た く ま

した学び 

･ 夏季・冬季・春季休業中の進学講習の受講 
･ 全国の最新情報を踏まえた進路指導の支援 
  を行うなど、教育環境の充実に努めます。 
 
○ 配信教科・科目の拡大や進路指導体制の充実な
ど、T-baseの配信機能強化を進めるとともに、生徒
が多様な意見や考えに触れながら協働的な活動を行
うことができるよう、教科の特性等を踏まえ、複数
校に対して同時に授業配信を行うなど、他校生徒と 

切磋琢磨
せ っ さ た く ま

できる環境の整備に努めます。 

 
○ 生徒の理解力に応じた個別支援や授業者と受信側
のサポート教員の連携といった課題の改善のほか、
遠隔授業に関わる教員の指導力向上のための研修な
ど、遠隔授業の充実に向けた取組を進め、その成果の
普及に努めます。 

 

⑥ 普通科の一律カリキュラムを維持したまま「多様な高校づ

くり」を掲げても実態は変わらないのではないか。学科・コ

ース設計の裁量を学校と地域により大きく委ねるととも

に、ICT遠隔授業を積極活用して、小規模校でも生徒が幅広

い科目を選択できる環境を整えることが重要。 

 

⑦ 地元の学校では、将来自分の希望する大学へ進学できるの
かという不安から、自分のレベルに応じた高校を選択する
ことが現実となっている。遠隔授業や学力向上に向けた取
組が必要。 

 

⑧ 遠隔教育の活用は重要であるが、学力層によって効果が異
なる。研究からも、自律学習が可能な層には有効である一
方、基礎段階の生徒には対面指導の方が効果的とされてお
り、単純なオンライン代替は避けるべきである。 

 

⑨ 広域性を逆手に取って、T-baseの活用などにより、多様な学

びの保障を特に郡部の高校で充実させてほしい。 

 

⑩ 場合によっては、複数自治体で圏域を組み、Tｰbaseのように

遠隔授業と集合での対面授業のハイブリッド型での学習形

態も考えられるのではないか。 

 



 

 ■ 高校配置計画の策定 

意見又はアンケートの概要 道教委の考え方 

【基本的な考え方】 
 

○ 高校配置計画は、高校進学希望者数に見合った定

員を確保するとともに、教育水準の維持向上を図る

観点から、中学校卒業者数や生徒の進路動向、学校規

模、学校・学科の配置状況、欠員の状況などを勘案し、

地域の実情などを考慮しながら策定しています。 

 

○ 中学校卒業者数が減少する中、生徒の実態を踏ま

えた教育課程を編成し、活力ある教育活動を展開す

る観点から、再編整備などを含めて高校の配置を検

討していますが、本道は広域で、それぞれの地域事情

も異なることから、都市部と郡部の違いや地域ごと

の特性などを十分考慮した特色ある高校づくりに取

り組むとともに、適切な高校配置に努めます。 

 

○ 配置計画の策定に当たっては、人口減少社会への

対応や地域創生の観点から、地域の教育機能を確保

するための方策などを示す「これからの高校づくり

に関する指針」に基づき、地域ごとの特性や実情、高

校に対する地域の期待も十分踏まえるとともに、小

学校の校長や保護者にも参加いただいている地域別

検討協議会において、地域の方々の御意見を伺うほ

か、地元の検討の場などにおいても道教委の考え方

などを説明し、御意見をいただきながら検討してい

ます。 

 

○ 今後、複数の高校が所在する一定の圏域単位で、関

係する市町村の参画を得ながら、それぞれの高校が

担うべき役割のほか、高校の特色化や魅力化、多様な

学習ニーズに応える配置の在り方などについて検討

し、地域全体での教育環境の充実を図ります。 

① 生徒数の減少がここまで進むとは思っていなかった。高校

の間口の減少は致し方ないかもしれないが、もっと大胆な

改革が必要になってきたと感じた。 

 

② 少子化が進む中で機械的な高校の再編により、高校や地域
の魅力がなくなり、ますます子どもたちが地元を離れてし
まう。市町村に１校の高等学校であっても、オンライン等で
他校の講義を受講できるなど、自治体の枠を超えた教育環
境の整備、教育体制の強化、通学区域の見直しの検討が必
要。 

 

③ 今後、どの地域においても少子化の影響を受けることから、

自治体単位で高校存続を考えるのではなく、学区全体で高

校の在り方をデザインする必要がある。 

 

④ 多様化する生徒の実態に応じて、現状の学区のように多様

な選択肢を維持する方向性を基盤にした再編や定員調整を

お願いしたい。 

 

⑤ 子どもの多様化や複雑化が叫ばれる中、これまでのような

配置計画の考え方では立ち行かなくなってきている。制度

や配置計画の在り方を抜本的に見直すことが必要。単純に

間口削減ではなく、高校教育をどのように考えていくのか

が議論していく必要性を感じる。 

 

⑥ 少子化が進む中、定数削減は避けては通れない道だが、交通

インフラの整備による学びの場の確かな提供という担保を

合わせて進める必要がある。都市部の生徒は進路選択に余

裕ができ、地方の生徒は不利益を被るといったことがない

よう、御配意をお願いしたい。 

 

⑦ 地方と札幌圏とでは根本的に考え方を変えるべきだと思い

ます。私立高校への生徒流出を考えなければならない札幌

圏と、過疎と少子化の激しい札幌以外のところとでは考え

方を一緒にはできないのではないのか。 

 

⑧ 高校無償化の流れの中、「特定の学校に通う」ことを前提に

した配置計画の限界性を感じた。基礎授業のオンライン共

有や、専門科目を数校に分散させて、時期を集中させて登

校・履修するなど、１校完結を見直していくべき。 

 

 

 



 

【再編等（地域の実情等）】 
 

○ 高校配置の検討に当たっては、広域で地域事情も

異なる本道の特性を踏まえ、高校配置が地域に与え

る影響、高校に対する地域の期待や取組などを含め、

地域の実情を十分考慮する必要があると考えていま

す。特に郡部においては、公共交通機関の状況や、地

理的状況等から再編が困難な場合があることなど、

都市部と異なる状況があり、地域ごとの特性や実情

を十分に考慮する必要があると考えています。 

 

○ そのため、再編については、一律に行うのではな

く、他の高校への通学が困難な地域を抱えるなど、地

理的条件等から再編が困難な場合などには、北海道

独自の取組として、学校と地域が連携して学校の魅

力化や特色づくりを進める「地域連携校」に指定し、

存続を図ることとしています。 

 

○ 高校配置計画の策定に当たっては、各年度の中学

校卒業者数の状況も踏まえた上で、都市部と郡部の

違い、学校・学科の特性、生徒の進路動向、私立高校

の配置状況などを勘案するとともに、通学区域や通

学可能圏域など一定の圏域単位での協議などを通し

て、地域の方々の御意見を丁寧に伺いながら、検討を

進めてまいります。 

 

 

⑨ 定員に満たない地方の高校の学級数を減らす考えは当然だ

と思うが、都市部の高校は、都市部に住む生徒が減っても地

方から進学する生徒がいる限り、学級数が減らず、地方の高

校が募集停止になる構図になっている。欠員による学級数

減よりも、その地域に住む生徒数も、学級数の増減の判断材

料になればと思う。 

 

⑩ 過疎地域に指定されている地域で、都市部と同じ基準での

学級編制は、無理がある。また、学校数減により、通学が困

難になる地域も考えられる。北海道、過疎地域の特性を踏ま

えた計画をお願いしたい。 

 

⑫ 少子化が進む中で、高校の再編はやむを得ないが、地方の実

態を考えると、町村に高校がなくなることは、確実に地域の

衰退を招くことから、１間口の高校が増えても、継続的な取

組により、これ以上高校が地方からなくならないことを願

う。 

 

⑬ 少子化に伴う高校配置の見直しは必要だが、広域で公共交

通機関が限られる地域においては、高校の存在は生徒の進

路保障や地域維持の観点から重要。配置計画の策定にあた

っては、生徒数だけでなく通学距離や通学手段など、地域の

実情への十分な配慮をお願いしたい。 

 

⑭ 再編・整備するならば、広大な北海道の地で通学距離が延び

て、通学することが困難になることも予想されることから、

通学できる交通手段確保、予算面での補助や、通学圏内で生

徒が学科等を選択できることが前提であるべき。 

 

【再編等（小規模校の役割）】  

○ 小規模校は、教員が少ないことから、生徒の多様な
学習ニーズに対応した教育課程の編成や部活動に制 

約があること、生徒同士が切
せっ

磋
さ

琢
た く

磨
ま

する機会に乏し

いといった課題もあると考えられる一方で、少人数

によるきめ細かな指導や生徒一人一人に寄り添った

支援、地域と連携した取組など、教育的な意義や強み

があるものと考えています。 

 

○ 令和５年（2023年）３月に改定した「これからの高
校づくりに関する指針」においては、人口減少社会へ
の対応や地域創生の観点から、地域連携校などにつ
いては、５月１日現在の第１学年の在籍者数が２年
連続で20人未満となった場合であっても、高校の特
色化・魅力化、入学者確保に取り組む集中取組期間
（地域における高校の教育機能の維持向上に向けた
具体的取組とその効果を勘案した一定の期間）を設
けて再編整備を留保することとしており、また、地域
連携校等以外の小規模校の再編整備についても、地
域創生の観点を踏まえ、基準を明確化したところで
す。 

 

○ 道教委としては、遠隔授業の配信による教育課程
の充実や、市町村教育委員会・地元企業等との連携・
協働による特色ある教育活動などを通して、一層魅力
のある高校となるよう、きめ細かな支援に努めます。 

 

⑮ 不登校生徒の居場所づくりや個別最適な学びの場、学び続

けることの重要性にも配慮し、誰一人取り残さない持続可

能な社会の創り手育成のため、小規模校の在り方について、

検討をお願いしたい。 

 

⑯ 少子化に伴う高校配置や再編は避けられないが、単なる統

廃合や定員削減ではなく、教育の質と地域機能の維持を両

立させる視点が重要である。特に小規模校は、ICT活用や地

域連携により特色ある教育を展開し、「小ささ」を強みに転

換すべき。 

 

⑰ これだけ少子化が進んだのならば、それに対応した計画に

ネガティブな側面を持ってもいたしかたない。しかし、公共

交通機関が不十分な地域が大勢を占める地域においては、

小規模校で残す方針は必要だと思う。 

 

⑱ 地方小規模校は教育的価値が高い。研究及び現場実感とし

て、同等学力で入学した生徒でも、小規模校では少人数指導

や個別最適な学習環境により主体的な学びが促進され、例

えば、進学実績の伸長、自治体採用の実績に有意な差が見ら

れる。 

 



 

⑲ 小規模化には、教員の目が届きやすく、生徒一人一人に寄り

添った教育が実現しやすいという良さがある。こうした強

みを生かしながら、各校の特色や魅力をより明確にしてい

くことが、これからの公立高校には求められる。 

 

 

 

【授業料無償化の影響等】 
 

○ 配置計画の策定に当たっては、地域別検討協議会

で私学関係者からも御意見を伺うとともに、私立・公

立高校関係者と道及び道教委による「北海道公私立

高等学校協議会」を設置し、中学校卒業者数を踏まえ

た公私双方の入学定員の考え方などについて協議し

ています。 

 

○ 公立高校の配置に当たっては、いわゆる高校標準

法において、私立高校等の配置状況を十分考慮しな

ければならないとされていることから、私学所在学

区ごとの私立高校の配置状況に配慮し、中学校卒業

者数の状況に応じた一定の比率に基づく定員調整を

行っています。 

 

○ 道教委では、今年度から国の高等学校就学支援金

制度が拡充されたことにより、生徒の進路動向にどの

ような変化が生じたのか、入学者選抜の結果やアンケ

ート調査などを通じて分析を行うとともに、私立高校

などの関係者と十分協議しながら、適切な定員調整と

なるよう努めます。 

 

⑳ 高校授業料の無償化を受けて、公立と私立の連携とすみ分
けを進める必要があると思う。 

 

㉑ 私立高校への進学者が増えており、学校全体としては例年
に比べ10％ほど私立高校への進学が増えた。また、公立高校
を辞退して、私立高校に入学する生徒も出てきているのが
実態。 

 

㉒ 授業料無償化が今回の公立高校の進路選択に大きく影響を
与えているのではないか。通信制高校の影響も含め、詳細な
分析をお願いしたい。 

 

㉓ 私立高校は、公立高校よりも設備が整っており、高校の魅力
化の話をしても見劣りする。公立高校の設備の充実を求め
たい。 

 

㉔ 公立高校から私立高校への流出について深刻な問題となっ
ている。私立高校の立場からのご意見も伺いたいと感じた。 

 

【学級定員の引下げ】 
 

○  学級編制に係る国の定数改善が行われていない状

況から、本道独自の少人数学級の導入は、現段階では

難しいものと考えており、定数措置の拡充について、

国に対し、引き続き要望してまいります。 

 

○ これまでも、教職員数の少ない第１学年１学級の

道立高校に対して道独自に加配を行っているほか、

国の加配定数を活用した様々な加配を行っていま

す。今後も、個に応じた指導の充実や新たな教育課題

に対応するために、教職員配置の工夫に努めます。 

㉕ 1学級40人は現状に合っていない。北海道として独自の基準

を作ってでも30又は35人学級の実現を強く要望する。学校・

学科・学級ではなく定員を減らす方が現実的。子どもたちの

選択肢を減らさないでほしい。 

 

㉖ 中学１年生の学級定員は35人となったが、その生徒は令和1 

1年度（2029年度）の入学生となる。配置計画策定にあたり、

学級定員が現状の40人か、当該生徒の学習環境を勘案した

35人になるかを提示いただきたい。 

  

㉗ 配置、再編や定員調整を進めていくことだけではなく、１学

級あたりの募集定員の見直し（30～35人）も有効ではない

か。学校と間口数の維持、教育の質と特色の向上、教職員数

の維持、働き方改革等の利点があると考える。 

 

㉘ 学校の存続を地域の努力や判断に委ねるだけではなく、地

域の人口構造、産業基盤、交通事情など、自治体ごとに抱え

る課題はそれぞれ多岐にわたり、単独で解決できるもので

はない。広域分散化が顕著な公立高校において、北海道独自

の柔軟な学級編制基準を設けるなど、北海道が主体的に方

針を示すことも必要。 

 

㉙ 1クラス35人学級の導入をいつ行うのかによって、見通しが

変わってくるので、その動向を教えてほしい。 

 

 



 

■ 職業学科の充実 

意見又はアンケートの概要 道教委の考え方 

【職業学科の配置の在り方】 
 

○ 職業学科においては、専門分野の基礎的・基本的な

知識・技能をはじめ、より実践的な技術を習得させる

とともに、大学や研究機関、地元企業などと連携し、

商品開発やものづくりに取り組むなど、実践的な教育

活動を通して本道の産業を支える人材を育成する重

要な役割を担っています。 

 

○ 令和８年２月に文部科学省が示した「高校教育改革

に関する基本方針（グランドデザイン）」では、「特

色・魅力ある専門高校改革により、少子化傾向におい

ても、（2040年時点で）専門高校の生徒数が現在と同

水準となることを目指す。」こととしており、こうし

た国の方針や取組も踏まえながら、職業学科における

学びの充実や魅力の向上に取り組んでいくことが重

要と考えています。 

 

○ また、生徒の多様な学習ニーズに対応するととも

に、地域産業との関わりなど、地域の特性を生かした

魅力ある高校づくりを進め、本道の持続的な発展に寄

与する人材を育成できるよう、地域の方々の要望等を

十分に伺いながら、社会の変化に対応した学科構成等

について検討します。 

 

○ 総合学科を含む学科再編については、生徒の多様な

進路希望や地域の実情などを踏まえながら検討して

いるところであり、これまでの教育活動や成果につい

ても十分踏まえつつ、専門的な学びの機会の確保や教

育内容の充実に努めてまいります。 

 

① 地域産業を支える人材を安定的に育て輩出していくために、

北海道としても「少子化傾向においても、専門高校の生徒数

が現在と同水準となることを目指す（N-E.X.T.ハイスクール

構想）」の取組を推進していただきたい。 

 

② 職業学科については、地域企業や行政機関等を支える専門技

術者の教育と育成に加え、技術・ノウハウの継承に大きな役

割を果たしている。職業学科の学級数と定員数の検討に当た

っては、専門技術を持つ人材の確保と入学を希望する学生の

教育機会の確保の観点から、学区のみの状況で判断せず、圏

域、北海道全体の広域的な視点をもって総合的に検討を行っ

ていただきたい。 

 

③ 職業高校、特に農業・水産系は地域産業インフラであり、普

通高校と同じ評価基準を当てはめるのは誤り。産業界との連

携や地域就業率などの独自評価指標の導入を検討すべき。 

 

④ AIや人型ロボットの進化が激しい中、人間だからこそできる

知識、技能の習得のため、職業学科の果たす役割は大きい。 

 

⑤ 商業学科が普通高校と再編統合し、総合学科になるケースが

増え、商業の単置校がなくなることを非常に危惧している。

これまでの総合学科の取組をどのように評価して、そのよう

な動きになっているのか。 

 

 

 ■ 地域別検討協議会の在り方 

意見又はアンケートの概要 道教委の考え方 

① 具体的数字やデータを示していますが、道教委が再編や定員

調整は必要であると考えているのでしたら強い表現で表明

しないと、どの市町村からも存続させてくださいの意見だけ

しか集まらない協議会になってしまうと思います。 

 

 

○ 地域別検討協議会は、高校配置計画の策定に当た

り、学校関係者や地元自治体、PTA、経済団体関係者

など幅広い立場の方々から御意見を伺うことなどを

目的として、各通学区域において、計画案の策定前と

策定後の２回にわたって開催しています。 

 

○ 学区を越えた進学状況や広域的な生徒の流れ、私立

高校授業料無償化の影響などについても、可能な限り

データや分析結果を共有しながら、幅広い議論につな

がるよう努めてまいります 

 

○ また、各地域における継続的な意見交換やより具体

的な検討を行うことも重要であることから、通学可能

圏域等一定の圏域ごとの協議や情報共有の在り方に

ついても検討してまいります。 

 

○ 協議会の開催方法については、Web会議方式により

参加しやすくなったとの御意見も踏まえ、対面とオン

ラインそれぞれの利点を生かしながら、より多くの関

係者が参加しやすい運営に努めてまいります。 

② 学区を跨
また

いで進学する生徒が多いので、他の学区の状況につ

いても情報共有いただければと思います。 

 

③ なかなか発言しづらい。中学校と高校の連携が都市部ほどあ

まりない現状ですので、意見が出しやすい会議や交流の場が

持てれば良い。 

 

④ 現行の協議会は、道教委が示した計画案に対して意見を聴く

「説明会」に近い構造になっており、圏域単位で常設的な協

議の場を設けるなどの工夫が必要。 

 



 

⑤ 私立高校無償化による公立学校進学者数の減少について、詳

細の分析はもちろん、資料2の完成並びにR7高校進学状況と

の数値分析ができるような資料提供を求む。 

 

⑥ WEBでの開催が続いているが、この方式での開催でも十分対

応できると感じている。 

  

⑦ 今後についても、今回同様にWeb会議方式により、開催され

る形が良い。 

 

 




